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平成28年度国の予算編成等に対する提案書の提出 
 

このたび、平成28年度国の予算編成等に対する提案をとりまとめ、政府関係省庁に提出しますので、お知ら

せします。 
 

〈参考〉今回の提案の主なポイント 

○ Ⅰ 地方分権改革の推進 

・ 地方分権改革に関する「提案募集」で、関西広域連合から提案を行った25項目について、財源確保

等の所要の措置を含め、真摯に対応し、その実現を図ることを提案 

・ 提案募集方式の見直しとして、①地方からの提案の検討にあたっては、真の分権型社会を実現する

ため、地方に委ねることによる特段の支障等を立証できない限り移譲・見直しを実行する方向で取組

を進めること、②提案の対象が地方自治体の事務処理に係るものに限定されているが、地方創生など

に資するアイデアの実現に向けた提案などについても幅広く対象にすることを新たに提案 
 

○ Ⅱ 地方創生の推進 

・ 関西広域連合から内閣官房まち・ひと・しごと創生本部へ提出した「政府関係機関の関西への移転

に関する要望」の内容を踏まえ、積極的な地方への移転及び移転に関する地方負担の軽減を提案 

・ 地方拠点強化税制における支援対象地域について、近畿圏整備法で定める既成都市区域（大阪市の

区域、京都市、堺市及び神戸市の一部区域など）を含めた地域に見直すことを提案 

・ 地方創生の深化のための新型交付金について、国費ベースで0.１兆円が計上されているが、地方創

生を本格的に推進するためには、継続的な制度とするとともに、今後予算額の充実を図ることを提案 
 

○ Ⅶ 社会基盤の構築 

・ 北陸新幹線の整備について、一日も早い大阪までのフル規格での整備を引き続き提案 

・ 本年８月に閣議決定された国土形成計画（全国計画）においても「国家的見地に立ったプロジェク

ト」、「リニア中央新幹線の開業により東京・大阪間は約1時間で結ばれる」と明記されているリニ

ア中央新幹線の整備について、東京・大阪間の全線同時開業を引き続き提案 
 

○ Ⅷ 南海トラフ巨大地震や大規模風水害等大規模災害への対応 

・ 地震・津波や風水害など多様化する大規模災害リスクに対応するため、住民の生命・財産を守るた

めの防災・減災対策に資するインフラ等整備予算の総枠確保を提案 

・ 水道施設の耐震化については、国においても耐震化の推進に対する支援の充実・強化に努めること

を求める。また、地方の生活をより安全で魅力的なものとするとともに、事業の運営基盤の強化を図

るため、重要な社会インフラである水道事業の広域化は不可欠であることから、水道事業の広域化に

対する財政支援を充実し、これを推進することを提案 



 

 

○ Ⅸ 原子力発電所の安全確保 

・ 原子力発電所の再稼働の判断に当たっては、再稼働に係る手続きや理解と協力を得る自治体の範囲

及び判断基準、国及び自治体の再稼働に係る権限等を法定化することを提案 

・ 安全協定については、その内容が自治体・事業者によって異なっているため、事業者の自主的な取

組に任せることなく、法で位置づけ、内容、対象自治体の範囲等を明確化することを提案 
 

○ Ⅹ エネルギー政策・地球温暖化対策の推進 

・ 災害に強い強靱な国土構造を構築するため、主要都市を連絡する全国天然ガスパイプライン幹線計

画を策定し、整備を促進する制度を創設することを求める。また、そのリーディングプロジェクトと

して、舞鶴港等の日本海港湾へのLNG受入基地の整備、日本海側と太平洋側の都市圏を結ぶ南北横断

パイプラインの整備等の推進を提案 

・ エネルギーの「地産地消」による「地方創生」の観点から、太陽光はもとより、小水力や風力、バ

イオマスなど、地域の特性に応じた再生可能エネルギーの活用を促進する固定価格買取制度の適切な

見直しを提案 

・ 再生可能エネルギーの導入拡大に向けて、技術開発による高効率化や低コスト化、系統運用の広域

化などを早期に実現することにより、長期エネルギー需給見通しで示された再生可能エネルギーの導

入量を、いち早く高い導入目標へと引き上げることを提案 
 

○ ⅩⅠ 広域観光・文化振興の推進等 

・ 関西広域連合等が連名で提案した広域観光周遊ルート形成計画（平成27～31年度）「美の伝説」に

係る国の支援について充実等を提案 

・ 日本を代表する文化資源が集積する関西に文化庁本体等を移転し、文化振興施策を展開することを

引き続き提案 
 

○ ⅩⅡ 攻めの農林水産業の確立 

・ ＴＰＰ協定の大筋合意に伴い、農林水産分野への影響が想定されるため、国の責任においてその影

響を調査・分析し、支援策など適切な対応を提案 

・ 今国会で企業の参入をより促進するため農業生産法人要件が緩和されたところであるが、今後とも、

今回の規制緩和の効果を見据えつつ、より企業等多様な担い手が参入しやすい環境の整備に努めるこ

とを提案 
 

○ ⅩⅢ 医療提供体制の確保・充実 

・ 医療提供体制推進事業費のうち、ドクターヘリ事業以外については、さらに厳しい交付率の状況と

なっていることから、連合としても財源を確保するよう提案 

・ ドクターヘリの運航経費について、来年度以降も所要の財源を確保するよう提案 
 

○ ⅩⅧ 危険ドラッグ対策の充実強化 

・ 国、都道府県等の対策により、危険ドラッグの販売店舗は壊滅することができたものの、インター

ネットによる販売等を壊滅するには至っていない。また、シバガスなどの新たな形態の薬物が出現し

ており、常に乱用の広がりが懸念される状況にあることから、引き続き危険ドラッグ対策の充実強化

を求めることを提案 


